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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第２四半期累計期間
第72期

第２四半期累計期間
第71期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年６月30日

自平成27年１月１日
至平成27年６月30日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 16,773,087 17,387,854 34,791,233

経常利益 （千円） 145,282 209,830 799,457

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（千円） 37,473 △2,048 277,415

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,741,625 1,741,625 1,741,625

発行済株式総数 （株） 7,033,000 7,033,000 7,033,000

純資産額 （千円） 3,366,531 3,744,654 3,573,513

総資産額 （千円） 13,472,033 13,172,547 13,812,891

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 5.33 △0.29 39.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5.00 5.00 10.00

自己資本比率 （％） 25.0 28.4 25.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △361,970 △724,689 1,633,663

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △292,667 △385,950 △471,592

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 579,869 1,029,845 △1,155,152

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 393,389 394,281 475,076

 

回次
第71期

第２四半期会計期間
第72期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.93 17.38

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

　　　　　は記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３．第71期及び第71期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

         第72期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

   　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府・日銀による経済対策及び金融緩和策を背景に緩やかな景気

回復基調で推移しましたが、個人消費については円安による物価上昇などもあり、先行き不透明な状況が続いてお

ります。

外食業界におきましては、原材料価格の高騰や深刻化する人材不足など、依然として厳しい状況にあります。

このような環境の下、当社は引き続き「お客様の感動満足にもとづく会社の成長」と中期的な成長戦略の実現を

目指し、より安定した企業基盤の確立と事業拡大に向けたサービスの革新及び筋肉質な組織への再構築の施策に取

り組むとともに、食に対する安心・安全の追求、基本の徹底及び企業理念の実践を推進し、販売力の向上と収益の

拡大に努めてまいりました。

当第２四半期累計期間における出店は、“ふわふわオムレツ”で有名な「ラ・メール・プラール」を中部エリア

に初めて出店するなど、ゴルフ場レストランを含め計10店舗を新規に出店しました。また、既存の３店舗を新業態

の「ＭＡＳＴＥＲ’Ｓ ＤＲＥＡＭ ＨＯＵＳＥ」や「虎連坊」に業態変更する一方、４店舗を閉店し、当第２四半

期会計期間末の店舗数は257店舗（業務運営受託店舗５店除く）となりました。

当第２四半期累計期間における業績につきましては、売上面では高還元率でご好評の「倶楽部ダイナック（顧客

会員カード）」のさまざまな販売促進活動により、売上高は17,387百万円（前年同期比3.7％増）となりました。

利益面では、原材料価格の高騰や人件費関連費用の増加などの影響もありましたが、店舗管理コストの最適化に

努め、経常利益は209百万円（前年同期比44.4％増）となりました。また、四半期純損失は、平成27年度税制改正

による法定実効税率の引き下げに伴い、繰延税金資産の取崩しを実施したことにより法人税等調整額（税金費用）

が増加し、２百万円（前年同期は四半期純利益37百万円）となりました。

当該事業の形態別業績は以下のとおりです。

レストラン・バーの売上高は15,777百万円（前年同期比4.0％増）、売上総利益は1,910百万円（前年同期比

10.6％増）となりました。

ケータリングの売上高は425百万円（前年同期比3.1％減）、売上総利益は27百万円（前年同期比33.4％減）とな

りました。

その他の売上高は1,184百万円（前年同期比1.3％増）、売上総利益は185百万円（前年同期比10.4％増）となり

ました。

 

（２）財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は13,172百万円となり、前事業年度末と比べ640百万円の減少となりま

した。その主な増減内容につきましては、以下のとおりです。

流動資産は、前事業年度末と比べ384百万円の減少となりました。これは主に売掛金が291百万円、現金及び預

金が80百万円それぞれ減少したことによるものです。

固定資産は、前事業年度末と比べ256百万円の減少となりました。これは主に繰延税金資産（投資その他の資産

「その他」）が174百万円、建物が64百万円それぞれ減少したことによるものです。

負債は、前事業年度末と比べ811百万円の減少となりました。これは主に買掛金が798百万円、未払消費税等（流

動負債「その他」）及び未払法人税等の未払税金が469百万円、退職給付引当金が277百万円、未払費用が253百万

円それぞれ減少する一方で、借入金が1,065百万円増加したことによるものです。

純資産は、前事業年度末と比べ171百万円の増加となりました。これは主に利益剰余金が166百万円増加したこと

によるものです。

この結果、自己資本比率は前事業年度末より2.5ポイント増加の28.4％となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ80百

万円減少の394百万円となりました。

なお、各キャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、724百万円（前年同期は361百万円の資金使用）となりました。これは主に減価

償却費の計上352百万円及び売上債権の減少額291百万円による資金獲得と、仕入債務の減少額798百万円、法人税

等の支払額282百万円及び未払消費税等の減少額266百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、385百万円（前年同期は292百万円の資金使用）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出387百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,029百万円（前年同期は579百万円の資金獲得）となりました。これは主に借

入金の収入と返済による資金収支1,065百万円によるものです。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,033,000 7,033,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 7,033,000 7,033,000 － －

　　　　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までに発行された株式数は

　　　　　　　含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

         該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 7,033,000 － 1,741,625 － 965,175
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（６）【大株主の状況】

  平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

サントリーホールディングス株式

会社
大阪市北区堂島浜二丁目１番40号 4,340,000 61.71

ダイナック従業員持株会 東京都新宿区新宿一丁目８番１号 184,500 2.62

鴻池運輸株式会社 大阪市中央区備後町二丁目６番８号 150,000 2.13

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 84,000 1.19

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 60,000 0.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 60,000 0.85

株式会社佐々木 東京都新宿区高田馬場二丁目３番11号 47,500 0.68

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 40,000 0.57

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 20,000 0.28

関口　正明 東京都中野区 17,800 0.25

計 － 5,003,800 71.15

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年６月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）(注)１ 普通株式　　　　200 － －

完全議決権株式（その他）　　(注)２ 普通株式　7,031,900 70,319 －

単元未満株式　　　　　　　　(注)３ 普通株式　　　　900 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,033,000 － －

総株主の議決権 － 70,319 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。

　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。

　　　３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。
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②【自己株式等】

（平成27年６月30日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ダイナック
東京都新宿区新宿

一丁目８番１号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

（注）平成27年４月１日付けで自己株式54株を取得したことにより、当第２四半期会計期間末日現在の自己株式の数は

208株となっております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

 年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

 について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

 　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 475,076 394,281

売掛金 2,044,551 1,753,500

商品 58,389 46,390

原材料及び貯蔵品 228,336 196,300

その他 526,241 559,002

貸倒引当金 △7,000 △8,000

流動資産合計 3,325,595 2,941,475

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,933,903 3,869,553

その他（純額） 600,100 634,900

有形固定資産合計 4,534,004 4,504,454

無形固定資産 98,315 108,173

投資その他の資産   

敷金及び保証金 4,938,532 4,876,490

その他 1,264,192 1,089,223

貸倒引当金 △347,748 △347,269

投資その他の資産合計 5,854,976 5,618,443

固定資産合計 10,487,295 10,231,072

資産合計 13,812,891 13,172,547
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,499,875 1,701,007

短期借入金 － 1,430,000

1年内返済予定の長期借入金 842,500 1,255,000

未払法人税等 332,000 129,000

未払費用 2,031,835 1,778,018

役員賞与引当金 12,900 9,500

資産除去債務 20,606 －

その他 1,025,892 703,506

流動負債合計 6,765,610 7,006,031

固定負債   

長期借入金 1,352,500 575,000

退職給付引当金 1,297,020 1,019,441

資産除去債務 748,418 768,907

その他 75,827 58,512

固定負債合計 3,473,767 2,421,861

負債合計 10,239,377 9,427,893

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,741,625 1,741,625

資本剰余金 965,175 965,175

利益剰余金 858,656 1,025,551

自己株式 △174 △255

株主資本合計 3,565,281 3,732,096

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,231 12,557

評価・換算差額等合計 8,231 12,557

純資産合計 3,573,513 3,744,654

負債純資産合計 13,812,891 13,172,547
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 16,773,087 17,387,854

売上原価 14,835,623 15,264,554

売上総利益 1,937,463 2,123,300

販売費及び一般管理費 ※ 1,781,390 ※ 1,909,691

営業利益 156,073 213,608

営業外収益   

受取利息 467 615

受取配当金 191 191

償却債権取立益 6,000 －

受取補償金 280 6,199

その他 1,251 1,122

営業外収益合計 8,190 8,128

営業外費用   

支払利息 15,766 10,052

その他 3,215 1,855

営業外費用合計 18,981 11,907

経常利益 145,282 209,830

特別利益   

投資有価証券売却益 2,999 －

特別利益合計 2,999 －

特別損失   

固定資産除却損 26,657 29,482

減損損失 － 29,706

店舗等撤退損失 18,006 3,923

その他 － 413

特別損失合計 44,663 63,526

税引前四半期純利益 103,618 146,303

法人税、住民税及び事業税 47,662 82,580

法人税等調整額 18,482 65,771

法人税等合計 66,145 148,351

四半期純利益又は四半期純損失（△） 37,473 △2,048
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 103,618 146,303

減価償却費 355,518 352,698

減損損失 － 29,706

店舗等撤退損失 18,006 3,923

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,863 521

受取利息及び受取配当金 △659 △807

支払利息 15,766 10,052

売上債権の増減額（△は増加） 241,765 291,050

たな卸資産の増減額（△は増加） 54,170 44,034

仕入債務の増減額（△は減少） △760,599 △798,868

未払費用の増減額（△は減少） △257,810 △253,184

未払消費税等の増減額（△は減少） 55,771 △266,307

その他 △60,192 8,210

小計 △238,507 △432,666

利息及び配当金の受取額 659 807

利息の支払額 △12,715 △10,685

法人税等の支払額 △111,406 △282,144

営業活動によるキャッシュ・フロー △361,970 △724,689

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △301,732 △387,383

敷金及び保証金の差入による支出 △34,715 △18,196

敷金及び保証金の回収による収入 69,039 65,038

店舗等撤退による支出 △18,637 △22,830

その他 △6,621 △22,578

投資活動によるキャッシュ・フロー △292,667 △385,950

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,050,000 1,430,000

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △535,000 △365,000

自己株式の取得による支出 － △80

配当金の支払額 △35,130 △35,074

財務活動によるキャッシュ・フロー 579,869 1,029,845

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △74,767 △80,795

現金及び現金同等物の期首残高 468,157 475,076

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 393,389 ※ 394,281
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当第2四半期累計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四

半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更しております。割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数を基礎とした債券の利回りとする方法から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法

へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期累

計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が316,446千円、繰延税金資産が112,338千円それぞれ減少

し、利益剰余金が204,107千円増加しております。なお、損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当第2四半期累計期間

　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

平成27年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律（平成27年法律第２号）」が公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引き下げ及び

事業税率の段階的な引き下げが行われることとなりました。これに伴い、平成28年１月１日に開始する事業年度におい

て解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が35.5％から32.9％

となります。また、平成29年１月１日に開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異については、繰延税

金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が35.5％から32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が62,027千円減少し、その他有価

証券評価差額金が628千円、法人税等調整額が62,656千円それぞれ増加しております。

 

（四半期損益計算書関係）

　  ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前第２四半期累計期間

（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年６月30日）

当第２四半期累計期間

（自　平成27年１月１日

　　至　平成27年６月30日）

給与手当 548,290千円 582,787千円

役員賞与引当金繰入額 8,000千円 9,500千円

退職給付費用 35,427千円 45,809千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,123千円 －千円

減価償却費 17,631千円 15,620千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

　　　　　であります。

 

　　　　前第２四半期累計期間

　　　（自　平成26年１月１日

　　　　至　平成26年６月30日）

　　　　当第２四半期累計期間

　　　（自　平成27年１月１日

　　　　至　平成27年６月30日）

　　現金及び預金勘定 393,389千円 394,281千円

　　現金及び現金同等物 393,389千円 394,281千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）

　　　　１．配当に関する事項

　　　 (1)配当金支払額

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月25日

定時株主総会
普通株式 35,164 5.0  平成25年12月31日  平成26年３月26日 利益剰余金

 

　　　　(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

　　　　　 なるもの

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月１日

取締役会
普通株式 35,164 5.0  平成26年６月30日  平成26年９月16日 利益剰余金

 

　　　　２．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年６月30日）

　　　　１．配当に関する事項

　　　 (1)配当金支払額

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月24日

定時株主総会
普通株式 35,164 5.0  平成26年12月31日  平成27年３月25日 利益剰余金

 

　　　　(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

　　　　　 なるもの

　　 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月３日

取締役会
普通株式 35,163 5.0  平成27年６月30日  平成27年９月15日 利益剰余金

 

　　　　２．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　　　　当第２四半期会計期間末（平成27年６月30日）

　　　　金融商品の時価等のあるものが、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略してお

　　　ります。

 

（有価証券関係）

　　　　当第２四半期会計期間末（平成27年６月30日）

　　　　その他有価証券で時価のあるものが、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略し

　　　ております。

 

（デリバティブ取引関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　　　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　　当社は店舗及びケータリングなどによる飲食提供を主な事業としており、外食事業以外に事業の種類がないた

　　　め、セグメント情報については記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　　

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
5円33銭 △0円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　　　

又は四半期純損失金額（△）（千円）
37,473 △2,048

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（千円）
37,473 △2,048

普通株式の期中平均株式数（株） 7,032,846 7,032,818

（注）当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失金額であり、

　　　また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載してお

　　　りません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成27年８月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 　(イ)配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・35,163千円

 　(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・５円00銭

 　(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成27年９月15日

 　　(注)　平成27年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

平成27年８月７日
 

株式会社ダイナック
 

取締役会　御中
 
 
 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　洋文　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平田　英之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 菱本　恵子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイ

ナックの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第72期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイナックの平成27年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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